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１．はじめに

日本版デュアルシステム訓練とは平成16年度より，

厚生労働省と文部科学省等が連携して始めた若年者

を対象とした職業訓練で，教育訓練機関での訓練と

企業での実習を組み合わせたプログラムにより，若

年者を一人前の職業人に育てる新たな人材育成シス

テムである。ポリテクセンター中部においては，普

通課程活用型の１年訓練を「機械加工技術科」定員

20名で平成16年度10月より３年間の試行として実施

した。現在は三期生の訓練中であるが，平成19年９

月で試行期間が終了する。今回この日本版デュアル

システム訓練の意味とその効果や，ニートやフリー

ターと呼ばれる若年不安定労働者に対する教育訓練

が持つ意味と成果がどのようなものであったかを検

証し報告する。

２．訓練科の設定と訓練計画

日本版デュアルシステム訓練の導入に向け，調査

を開始した平成15年度における雇用情勢は厳しく，

全国平均失業率が５％を超す状況であった。しかし，

東海地区においては自動車関連産業の活性度が高く，

自動車に関連する機械加工やプレス加工と金型製造

分野での潜在求人数は高いと推定されたため，日本

版デュアルシステム訓練を機械系の訓練科として実

施することとなった。

訓練科の選定は訓練生の就職を最優先と考え「機

械設計」「金型設計」「機械加工」などのコースを候

補にあげたが，訓練生の募集等で近隣の高校やハロ

ーワーク等を訪問した結果，ニート・フリーターは

キャリア形成ができないまま長年過ごしているため，

理論計算等を中心とした内容では訓練についてこら

れない可能性が高いことが判明した。その結果訓練

科としては，機械加工実習を主体とする「機械加工

技術科」を選定した。

さらに，実習訓練の委託先企業として「日本金型

工業会　中部支部」と「愛知県金属プレス工業会」

および当センターのセミナー受講企業を中心に，実

習訓練（委託訓練）ならびに有期パート就労の受け

入れを依頼した。両団体およびセミナー受講企業で

はおおむね趣旨に賛同が得られたが，実際の企業実

習等受け入れの可否は直前にならないと決まらない

ことや，企業実習訓練は有期パート就労の形で実施

する必要があったが，委託訓練と有期パート就労を

分割することが難しい等により図１に示すような訓
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練形態とした。

そして，企業内訓練の期間は，年金等社会保険の

対象とならないように２ヵ月以内とし，開始時期は

受け入れ予定企業との話し合いにより６月初旬から

とした。

３．カリキュラム

３.１　基本構想

当初カリキュラ

ムの基本構想は，

金型関連企業やプ

レス加工関連企業

だけではなく，機

械関連の企業に幅

広く対応できるこ

とを目指した。

これは，図２に示すように基礎科目，設計製図，

加工技術の三本柱を主に，樹脂・プレス金型を学習

し有期パート就労で企業内のものづくりを経験し就

職に結び付けるという考えによる。特に初年度のカ

リキュラム作成で配慮したものは，少しでも多くの

資格を与えることであり，当センターだけでは取得

できない床上クレーン操作や玉掛けの資格を取得す

るために，ポリテクセンター名古屋港の協力を得た。

具体的には，名古屋港の先生に当センターで５日間

の出張講義を依頼し，その後ポリテクセンター名古

屋港において３日間実技を実施した。今回デュアル

システム訓練生が修了により取得できる資格を以下

に示す。

〇ガス溶接技能講習

〇玉掛け技能講習

〇床上操作式クレーン運転技能講習

〇アーク溶接特別教育

〇自由研削と石取替え特別教育

○技能照査（機械加工科技能士補）

３.２　カリキュラムの変革

カリキュラムは訓練生の状況や企業の要望に応じ

毎年内容を修正し，より良いものを目指した。

初年度においては，機械加工の経験が全くない者，

第二新卒に近い者，機械関連の企業に勤務していた

者など，経歴も幅広く予想以上に能力差が見られた

ため，当初の方針であった幅広く「知識，技術，技

能」を習得するという目標に対しては，十分な訓練

効果を得ることができなかった。また，導入訓練の

時間数の不足などもあり，機械加工関連職種への興

味と就職への動機付けも不十分であったと思われた。

基本構想を基に作成したカリキュラムを表１に示す。
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図２　科の構成要素

図３　一期生入所式

表１　３年間のカリキュラム



そこで，２年目の17年度は「ものづくり」への興

味を持たせることを主眼にカリキュラムを変更した。

具体的には，導入訓練の時間を増やし内容を充実さ

せるとともに，汎用工作機械の実習時間を大幅に増

やした。（16年度28時間→17年度70時間）それに伴い，

CADや空圧等の授業時間を短縮しCAEや品質管理等

を廃止した。また，座学だけの授業を減らし，座学

の中に実験実習を取り入れて訓練する手法等を実践

し，興味を与えながら授業を行う内容とした。さら

に，ものづくりの課題として「からくり人形」の教

材開発を行い，総合実習の中で製作させることとし

た。

３年目の18年度では，さらに汎用工作機械の実習

時間を増やし，（17年度70時間→18年度105時間）企

業実習先で要望が最も強かった「機械製図を理解し

ている」ことに重点をおいたカリキュラムとした。

図４に３年間の専門科目の変革の様子を示す。

３.３　試行結果

初めはどうすれば日本版デュアルシステムの特長

を生かせるのかが十分わからずに手さぐり状態で始

めたが，３年間実施してみてカリキュラムも満足な

ものに近づき，指導員の対応等も板についてきたよ

うに感じられる。「ものづくり」に触れる機会の少な

い若年者にとって，旋盤・フライス盤等の実習は面

白いようで，物が完成すると自信がつきそれがきっ

かけとなり成長する側面も見られた。ただし，担当

指導員の役割は重要で，各指導員が受講生に合わせ

た柔軟な対応を図っていくことが，重要なポイント

となってくる。また，受講生の資質や企業より基礎

実技充実の要望等により，年々汎用機械の実技時間

を増やす結果となった。

特に「からくり人形」の製作は「ものづくり」の

興味を与えるために平成17年度より取り入れたもの

で，10人１グループで１台を製作するが，このとき

にグループより選出したリーダーに，作業分担や進

行状況の確認等をさせながら進めることにより，グ

ループ内での融和および協力体制を導き出した。

４．若年者の気質と訓練

募集に際しては，労働意欲があまりない若年者が

自主的に訓練を受講し就職しようとすることは期待

できず，簡単に集まるとは思わなかったが，予想以

上の苦戦を強いられた。３年間にわたり，近隣のハ
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専門科目の内訳
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図４　専門科目の変革

図５　旋盤実習

図６　フライス盤実習



ローワーク，仕事ふれあい広場愛知での募集活動や

新聞広告，新聞折込広告（チラシ），近隣のスーパー

や駅でのポスター掲示，近隣市報誌への広告依頼等

を行った。

また，当センターにて簡単な機械加工を経験する

「ものづくり」体験説明会も各年５回前後実施したほ

か，仕事ふれあい広場愛知によるイベントも実施し

た。これらの広報活動を通じて，その年の求人状況

等にもよるが，チラシが意外と効果があると判明し

た。ハローワークや仕事ふれあい広場愛知からも随

分と協力は得られたが実績はあまり良くなく，チラ

シをみた父兄が本人に勧める場合や，両親とともに

当センターに見学に来て受講を決める例もあった。

結果として，この３年間でチラシにより受講を決め

た割合が50％を超える状況であった。表２に訓練生

の学歴等の略歴と就職状況等を示す。

この表２からわかるように，デュアルシステム訓

練３年間の平均年齢は約27歳で，以前に正規雇用の

経験を持つ者は約40％以下の状況であった。また，

比較的高学歴な者が多く，大卒以上および大学中退

者の割合は平均60％を超える状況で，大学中退や卒

業時に就職が困難な状況によりアルバイトへ進むと，

その後正社員として就職することが難しいと考えら

れる。試行３年間における受講生の最終学歴を図７

に示す。

３年間訓練生を受け入れての共通点として，遅刻

欠席が少なく真面目ではあるが，自主性と積極性が

欠落しており，指示したこと以外はやろうとしない

傾向が強いことがあげられる。これは，最近の若者

全体にいえることではあるが，訓練生ではより強い

傾向が感じられた。また，同時にコミュニケーショ

ン能力のなさも感じられた。一期生の中には挨拶が

できないとか，挨拶をしても声が小さすぎて聞こえ

ないなど覇気がないと見られる者もおり，これだけ

が原因ではないと思うが，企業実習先で採用を断ら

れた例もあった。これを踏まえ二期生には毎朝授業

の前に発声練習をさせたり，グループごとに発表さ

せたりして，声を出させることと人前で話せるよう

な訓練も実施した。しかし，それなりの効果は確認

されたが，それでもこの年度に企業実習先で採用を

断られた者が約２割おり，「挨拶」は採用において必

要ではあるが十分な要件ではないことが再確認させ

られた。
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表２　訓練生の概略と就職状況

H17年度H16年度 H18年度

中学卒
15％大卒

46％

専門学校
8％

高卒
31％

大学院
5％ 高卒

30％

大学中退
35％

大卒
30％

大学院
12％

高卒
12％

大学中退
12％

大卒
46％

専門
学校卒
18％

図７　最終学歴



訓練生が自分自身の現状に満足している者は皆無

である。しかし，具体的に何をすればよいかわから

ないし，あえて苦労をしたくないということである。

二期生の企業実習において，企業実習先が見つから

なかった者１名，企業実習を途中でやめた者が３名

いた。受講生のなかには，心の問題を抱えている場

合もあり，メンタルヘルスケアの必要性が感じられた。

５．企業実習

多くの企業において，日本版デュアルシステムの

必要性や社会的意義について賛同は得ているが，フ

リーターに対しての印象は必ずしも良くはない状況

にある。さらに，企業実習生の受け入れに関しては，

その時々の景気や求人動向に大きく左右される。特

に大手企業では採用計画人数を，新卒で満たせる状

況にあるためか，受け入れは否定的な意見であった。

一期生は，企業実習を実施したものが８名と少な

かったが，全員の受け入れ企業が決まるまでに時間

を要した。１名は，センターよりなんとか企業実習

だけに限定し受け入れてもらい，別の者は実習先の

希望地の関係により約１週間遅れた。しかし，全員

企業実習は無事修了し，採用に結びつかなかった者

も当センターに戻ってきたときには，それなりに精

悍さが感じられた。

二期生は，19名と数が多く実習先の企業数を増や

す必要と受講生の資質等の問題により，さらに大変

であった。特に４．「若年者の気質と訓練」の最終で

述べたように，１名については４社で面接を行った

が全て断られ，企業実習は無理と判断し，センター

で個別に２ヵ月の授業を実施した。さらに，企業の

都合等で実習開始の時期を約１週間遅らせたものが

３名いた。１名を残し企業実習を始めたが，すぐに

１名がこれ以上実習を続けることができないと連絡

があり，その時点で企業実習を中断した。最終的に

３名が企業実習を最後まで修了できない状況であっ

た。また，企業実習中にさまざまな不平不満を持つ

者もおり，その都度巡回指導や企業の担当者との連

携によって対応した。企業実習中に何も問題がなけ

れば，最初と最後の２回の巡回指導で済ます予定で

いたが，３回４回と指導に赴くことを余儀なくされ

た者もいた。

訓練開始時には低調であった有効求人倍率も景気

の改善と共に回復し，企業実習受け入れ企業も増え
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図８　数値制御実習（マシニングセンタ）

図９　CAD実習

図10 砥石の交換実習



た。また，受講生募集の広報が企業にも知れ，昨年

当たりから当センターに来所し，採用を前提とした

実習を依頼する企業も現れた。中小企業では人材不

足が深刻なようで，受け入れ企業数は年々増加して

いる。表３に受け入れ企業の概要を示す。

企業実習中に実施する巡回指導で人事教育担当者

と話すうちに，昨今の若者は本来学校等において修

得しているべき基礎的事項が身についておらず，採

用後あらためて教育しなおす必要があり，手間がか

かることがわかった。したがって，採用後にOJT等

で再教育しなければいけない製図や加工等の基礎を，

デュアルシステム訓練のなかで10ヵ月間訓練するこ

とは十分に評価された。フリーターでも教育訓練に

より，予想以上に戦力になるとわかると協力的にな

り，さらに企業との関係が強化された。

企業実習は，企業と当センター間で「覚書」を交

わすと同時に，受講生と企業間では「雇用契約書」

を交わすことで実施された。つまり，受講者，企業，

センターの３者間で覚書を交わし，企業実習を行う

ようなものである。図12に覚書の概要を，また同時に

綴じてある実習日誌を図13に，評価表を図14に示す。
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表３　実習受け入れ企業

図11 数値制御実習（NC旋盤）

図12 覚　書

図13 実習日誌



特に実習日誌は，訓練生と実習担当者を結びつけ

るため重要であり，２ヵ月間の長期にわたり指導を

受ける上で日誌をつけることは，訓練生に対する理

解が進むようである。一般的に日誌をしっかり書け

る者は，しっかりしていると思われるので関連性と

言えるか疑問であるが，日誌をしっかり書いた者の

採用率は，そうでない者に比べ良いように思えた。

図13の実習日誌には，「従事した仕事」と「訓練生の

考察・感想」となっているが，下段に担当者が気づ

いたことを記入するような使い方をしている企業が

多いようであった。

今回デュアルシステム訓練の覚書や契約書につい

ては，機構の雛形を見本とし当センターで事前に内

容を調整したものを準備した。なるべく企業担当者

を煩わせないですむように心がけ，企業実習の担当

者と数回調整しながら完成させたものである。その

ため評価書には空欄を設けておき，実際に企業実習

で内容が追加された場合に書き入れることができる

ようにした。

雇用契約書は，企業がアルバイトの雇用で使用し

ているものをそのまま使うことも考えたが，担当者

との話し合いの結果，やはり訓練の一部であること

から，大半の企業は図15に示すものを修正し使用し

ている。その場合，これをもとに守秘義務を追加す

るなど，追加項目を挿入して使用している。これま

での２年間でわずか２社だけが自社で作成した契約

書を使用した。

６．就職

受講生は授業料と教材費を合わせて年間約15万円

支払い授業を受けていることもあり，働かなければ

ならないとの意志があると見てとれた。しかしなが

ら，自分の力だけではなんともならず，何らかのき

っかけにより正社員へ採用される道を模索していた

ようである。しかし，受講生の大半は命令や指示に

は従順であるが，自分から意思を明確にすることは

苦手なようである。数社の実習先企業から「明確な

就職の意思が見られない」と指摘され，本人に伝え

ると「どうして良いかわからない」と答える者がい

るほどで，とにかく自分で判断ができない者が多い。

企業実習先と就職先が全て一致するとは考えていな

かったが，表２の訓練生概略と就職状況に示すよう

に，２年間でわずか３割強の者しか実習先企業に就
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図14 評価表

図15 契約書



職しなかったのは予想外であった。受講生の約３割

は企業により不採用と判断され，約４割が本人の事

情により実習先企業への就職を辞退している。約２

ヵ月の企業実習は企業が実習生を見ると同時に，本

人も企業を見ているわけで，さらに条件の良い企業

を探す者も見受けられた。しかし，面白いもので実

習者が就職を断った企業へ，他の者が就職すること

も数例あった。また，企業実習後に就職がすぐ決ま

ったわけではなく，修了後約３ヵ月近く当センター

にて指導してやっと就職したケースもあった。

７．訓練効果

約１年間訓練した後の就職については，100％就職

という目標には遠く及ばなかったものの，２年間27

名の修了生のうち26名が企業に採用された。特別な

調査は行っていないが，就職のため途中退所した受

講生も大半が機械関連の製造業に就職している状況

であることから，１年間の経験（訓練）は大変有効

であることがわかった。特にものづくりをあまり知

らない若年者にとって，機械加工は初め怖いようで，

おっかなびっくり機械に触れていた者も，半年を過

ぎる頃には自信を感じさせるほどに成長していた。

特に企業実習の２ヵ月は大変重要な位置にあると

思われる。４．「若年者の気質と訓練」で述べたよう

に，約６割の受講生が正社員として雇用されたこと

がない。企業実習は有期パート就労ではあるが訓練

の一環であったため，企業側もそれなりの対応をす

るので，訓練生にとっては貴重な経験となり，自信

をつけるため最良の機会となったものと思われる。

ただし，当センターでの訓練内容は訓練生や企業

の要求等の実情に合わせ実習中心に変えていったが，

５年10年後の中堅に育っていったときのことを考え

ると，はたして最適な訓練内容であったか疑問が残

った。

８．おわりに

３年間の試行であったが，今回日本版デュアルシ

ステム訓練を実施してみて，フリーターになってし

まった若者を正社員に就かせるために，この訓練は

非常に有効な手段であることがわかった。また，愛

知県の基幹産業が機械加工であることや，企業実習

の受け入れ状況を鑑みて，「機械加工技術科」として

実施したことは最適であったと思われる。

若者がフリーター化する原因はさまざまであるが，

バブルがはじけて企業が採用を控え働く機会を失う

など，本人の意思でない場合も多く，細やかかつ柔

軟な指導が必要不可欠である。さらに，企業実習の

受け入れ企業についても訓練生個々の事情を考慮し

て，育成してもらえる企業や経営者を見つけ，密接

な関係を構築することが肝要である。つまり，受講

生，受け入れ企業，指導員が一体となって成り立つ

訓練であり，先生は訓練の指導員であると同時に，

訓練の調整者としての役割が重要である。

最後に，日本版デュアルシステム訓練を試行した

経験と，定職に就かない若年者がまだまだ多い現在

の社会的な状況を考えた場合，３年間の試行で終了

するのではなく，今後も継続する必要があると考え

ている。
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